
木　工事

・　特別管理産業廃棄物

　

　

　

5

4

3

2

Ⅰ　工　事　概　要

1

１）　新　営　工　事　

棟　　　　　名

用　　　　　途

工　事　種　別

構　　　　　造

建　築　面　積

延 べ 床 面 積

階

階

階

階

階

階

計

工　事　場　所　　

用　途　地　域　　　

公害規制等地域・地区

敷　地　面　積

工　事　内　容

摘　　　　　　要

２）　改　修　工　事

棟　　　　　名

用　　　　　途

床　　面　　積

・塗装・耐震・その他

・防水・外壁・建具・内装

・塗装・耐震・その他

・防水・外壁・建具・内装

・塗装・耐震・その他 ・塗装・耐震・その他

・防水・外壁・建具・内装

そ　の　他　（　施　工　条　件　等　）6

Ⅱ　建　築　工　事　仕　様

1

・　処理に注意を要するもの

　

　　

　　

　　

　　

1

一
般
共
通
事
項

仮設工事

鉄筋工事

コンクリート工事

とび

工　事　種　別 技能検定職種 技能検定作業

鉄筋施工

とび作業

鉄筋組立作業

コンクリート圧送施工

型枠工事作業

コンクリート圧送工事作業

型枠施工

鉄骨工事 鉄工

とび

構造物鉄工作業

とび作業

コンクリートブロック・ＡＬＣパネル ブロック建築

ＡＬＣパネル施工

コンクリートブロック工事作業

ＡＬＣパネル工事作業

防水工事 防水施工 アスファルト防水工事作業

ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

アクリルゴム系塗膜防水工事作業

合成ゴム系シート防水工事作業

塩化ビニル系シート防水工事作業

セメント系防水工事作業

シーリング防水工事作業

改質アスファルトシートトーチ工法防水工事作業

ＦＲＰ防水工事作業

石　工事

タイル工事

石材施工

タイル張り

建築大工

石張り作業

タイル張り作業

大工工事作業

屋根及びとい工事 建築板金

スレート施工

内外装板金作業

スレート工事作業

金属工事 内装仕上施工

建築板金

鋼製下地工事作業

内外装板金作業

左官工事 左官 左官作業

　

　　

　　

建具工事 サッシ施工

ガラス施工

自動ドア施工

ビル用サッシ施工作業

ガラス工事作業

自動ドア施工工事

カーテンウォール工事 カーテンウォール施工

ガラス施工

サッシ施工

金属製カーテンウォール工事作業

ビル用サッシ施工作業

ガラス工事作業

塗装工事 塗装 建築塗装作業

内装工事 内装仕上施工 プラスチック系床仕上工事作業

カーペット系床仕上工事作業

ボード仕上工事作業

表装 壁装作業

排水工事 配管 建築配管作業

舗装工事

植栽工事

路面表示施工

造園

溶融ペイントハンドマーカー工事作業

加熱ペイントマシンマーカー作業

造園工事作業

７　特別な材料の工法 標仕に記載されていない特別な材料の工法は、材料製造所の指定する工法とする。

８　施工中の環境保全等 施工に使用する建設機械は、低騒音型・低振動型及び排出ガス対策型建設機械とすること。

　工事完成前に、ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物の室内濃度の測定を行い、測定結果報告書を監督員に提出すること。９　化学物質の濃度測定

また、測定の結果が、厚生労働省が設定した化学物質の室内濃度の指針値を超えた場合は、監督員と協議すること。

1. 測定対象化学物質　　　　※　ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン、スチレン　

3. 測定方法

1) 　空気の採取

　　　※　拡散方式　（　※　測定バッヂ　　・　パッシブサンプラー　　・　パッシブガスチューブ）　　　・　吸引方式　

2) 　測定・分析は、厚生労働省が室内空気中化学物質の濃度を測定するための標準的方法として示した以下の方法に

　よって行う。または、以下と相関の高い方法によって行うこともできる。

1

一
般
共
通
事
項

14　完成時の提出図面等

工事写真

※　二つ折り製本

６　技能士

３）　特記事項に記載の（　）内表示番号は、前述両標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

２）　特記事項は、○ 印の付いたものを適用する。

１）　項目は、番号に ○ 印の付いたものを適用する。　　　

2 特　記　事　項

　

※　原図

承認図

施工計画書（工事期間中に監督職員の承諾を受けたものをとりまとめたもの）

保全に関する資料（標仕(1.7.3)(a)に示す内容）

その他、監督職員が指示する書類

工事関係資料

　｢※電子納品｣は｢青森県営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン｣による。

　再生資源利用計画書（実施書）、再資源利用促進計画書（実施書）

　　　　　工事完了後「建設リサイクルデータ統合システム」（ＣＲＥＤＡＳ入力システム）により、入力したデータを提出する。

　　　　　なお、データの提出が困難な場合は、監督職員の承諾を得た上で、紙による提出とする。

15　設備工事との取り合い 第３３章（工事取り合い区分表）による

16　設計ＧＬ ※　図示　　　・　現状平均地盤高　　　・　監督員の指示による

17　建築基準法に基づき定められ

　　た風速、地表面粗度区分及び

　　多雪地域の指定 ・　多雪地域の指定

　

　

　

※　CADによるSXF(P21)形式、オリジナル形式、及びPDF形式

　　（全ての図面及び特記仕様書を1つのPDFファイルにまとめ

部　数

※　電子納品

※　電子納品

監督職員の指示による

 　　　　　１部

 　　　　　１部

備　　　考

備　　考 №

図面名称
ＳＣＡＬＥ

工 事 名

NOＡ－ ０１

2. 測定対象室・測定箇所数　　　　※　図　示

提出図書等

※　Ａ４版二つ折り製本

・　黒表紙金文字入製本（折りたたみ→Ａ４）

　　

・　ＣＣＡ処理木材　　

・　せっこうボード

・　特殊な建設副産物　

　質疑回答書、現場説明書、特記仕様書及び図面に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築工事標準仕様書

物解体工事共通仕様書（平成24年版）」による。

建　築　工　事　特　記　仕　様　書 項　　　　　目章 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項 章 項　　　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

(1.5.2)

(1.5.9)

(1.7.1～3)

(1.3.8))

(標仕・改修標仕共通)

・防水・外壁・建具・内装

（平成25年版）」及び国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築改修工事標準仕様書（平成25年版）」、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築

　　　　　○ 印の付かない場合は、※ 印の付いたものを運用する。

　　　　　○ 印と ※ 印が付いている場合は、共に適用する。

改　修　部　分

摘　　　　　要

・　0.1％を超えて石綿を含有するもの

・　ひ素・カドミウム含有せっこうボード

・　再利用を図るもの ・　　

・　再資源化を図るもの（注１） ※　コンクリート塊　　　　※　建設混合廃棄物　　　・　硬質ﾎﾟﾘ塩化ﾋﾞﾆﾙ管・継手

※　ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊　　　※　金属類　　　　　　　・　ガラス

※　建設発生木材　　　　　※　小型二次電池　　　　・　

※　建設汚泥　　　　　　　・蛍光ランプ・ＨＩＤランプ

４　発生材の処理等 種　　別 対　象　品　目
 　　

(1.3.8)

※　ＰＣＢ含有機器類　　　※　ＰＣＢ含有シーリング材　　　※　微量ＰＣＢ

　　
　　３）本工事において、認定リサイクル製品若しくは認定された新商品を使用した場合は、工事完了後、監督職員の指示する様式

　　　に必要事項を記入のうえ提出する。

　　２）認定リサイクル製品を使用する場合は、監督職員の指示する様式に必要事項を記入のうえ、公衆の見やすい場所に掲示すること。

　　　規定により制定された、「青森県認定リサイクル製品優先使用指針」に基づき工事が実施されるように努めるものとする。

　　１）本工事は「青森県リサイクル製品の認定及び使用の推進に関する条例」（青森県リサイクル製品認定制度）第９条第１項の

　の使用について

6．「青森県リサイクル製品認定制度」に基づく認定リサイクル製品及び「レッツbuyあおもり新商品事業」により認定された新商品

（注１）上記以外の廃棄物についても、可能な限り再資源化に努めること。

　　　時、施工後の通風、換気を十分に行い、室内に放散した溶剤成分等の希釈を図ること。

　　４）施工中、接着剤・塗料等の塗布に当たっては、使用方法や塗布量を十分に管理し、適切な乾燥時間をとること。また、施工

　　　性の可塑剤を使用しているものとし、ホルムアルデヒド放散量はＦ☆☆☆☆を原則とする。

５　材料の品質等

3.　本県に本社、支店、営業所を有するメーカー製品及び可能な限り県産材を使用すること。

4.　化学物質を放散する建築材料等

　　１）建材・施工材の使用材料の選定においては、ホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物を放散しないか、放散が十分少ないも

　　　がない場合は、施工面積に十分注意した上でＦ☆☆☆を使用する。

　　２）接着剤はホルムアルデヒド及び揮発性有機化合物を放散しないか、発散が極めて少ないもの、または含有量が少なく難揮発

　　　のをＪＩＳまたはＪＡＳ等を参考に適切に選択すること。ホルムアルデヒド放散量はＦ☆☆☆☆を原則とし、該当する材料等

　　３）仕上塗材、塗料、シーリング材、接着剤その他の化学製品の選択及び取扱いに当たっては、当該製品の製造所が作成した化

　　　学物質等安全データシートの内容を把握するとともに、現場に常備し、記載内容の周知徹底を図ること。

2.「評価名簿による」と特記されたものについては、国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「建築材料・設備機材等品質性能

　評価事業建築材料等評価名簿（平成    年版）による。

5.　本工事に使用する材料については、JIS Z 7253（ＧＨＳに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方法ーラベル、作業内の表示及び

(1.4.2)

３　電気保安技術者 ・　電気主任技術者　　　※　監督職員の承諾を受けた者 (1.3.3)

1

一
般
共
通
事
項

１　適用基準等 ・　建築工事標準詳細図　　

※　工事写真の撮り方　　　　

・　木造建築工事標準仕様書　　　　 国土交通省大臣官房官庁営繕部監修　　　

・　青森県景観条例に基づき、『青森県公共事業景観形成基準』及び『青森県景観色彩ガイドプラン』を遵守すること。

・　防犯性の向上については『防犯に配慮した設計ガイドライン』を遵守すること。

※　青森県認定リサイクル製品優先使用指針 青森県環境生活部

　　工事期限より　　　　　　日前２　概成工期

※　青森県営繕事業に係る電子納品運用ガイドライン

国土交通省大臣官房官庁営繕部監修

国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課監修

（平成20年4月）

（平成20年4月）

（平成22年版）

（平成24年版）

（平成25年版）

章 項　　　　　目 特　　　　　記　　　　　事　　　　　項

(1.1.2)(1.2.1)

・　ダイオキシン含有廃棄物　　　・　　　　　　　　　　　　・　廃油

・　煙感知器(イオン化式)　　　　・　六フッ化硫黄(ＳＦ６)ガス　　　・　ＰＦＯＳ

・　フロン　　　・　ハロン　　　・　特定化学物質(　　　　　　　　　　　)

1.　本工事に使用する材料・機材等のうち、特定のものが特記された場合は、設計図書に規定するもの又はこれらと同等以上の

　ものとする。ただし、同等以上のものとする場合は、あらかじめ監督職員の承諾を受ける。

　　安全データーシート（ＳＤＳ）による安全データーシート（ＳＤＳ））等ににより確認を行い、アスベスト含有建材を使用しない。

・押出成形セメント板工事

11　工事の下請負

　　　　　２）　下請負者が青森県の工事指名競争参加資格者である場合には、指名停止期間中でないこと。

　　　　　３）　下請負者は、当該下請負工事の施工能力を有すること。

1. 　施工体制台帳及び施工体系図12　報告書

2. 　主要機器資材メーカー報告書

3. 　技能士報告書

13　工事の一時中止 1)　工事の一時中止に係る計画の作成

　　｢基本計画書｣を発注者に提出し、承諾を受けるものとする。

　　　契約書第20条の規定により工事の一時中止の通知を受けた場合は、中止期間中における工事現場の管理に関する計画

　　　なお、基本計画書には、中止時点における工事の出来形、職員の体制、労働者数、搬入材料及び建設機械器具等の確認に

　　関すること、中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事現場の維持・管理に関する基本的事項を明らかに

　　する。

2)　工事の施工を一時中止する場合は、工事の続行に備え工事現場を保全すること。

1. 　受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。

　　　　　１）　受注者が、工事の施工につき総合的に企画、指導及び調整するものであること。

2. 　受注者は、工事を下請負に付する場合には、可能な限り地元建設業者を使用することとする。

10　技術検査

　　

　　
１）新営工事

・　ＲＣ造（ＳＲＣ造含む）にあっては、３階建て以上の

検　査　工　程構　　　　　造

　　もの又は延べ面積が５００㎡を超えるもの

1.基礎工事完了時

・　Ｓ造にあっては、３階建て以上のもの又は延べ面積が

　　５００㎡を超えるもの並びに２０ｍを超えるスパンを

　　有するもの

・　Ｗ造にあっては、延べ面積が５００㎡を超えるもの

1.基礎工事完了時

2.鉄骨建方完了時

1.軸組完了時

・　用途、構造及びその他の事由により必要と認められ

　　るもの（特記仕様書で明記）

1.基礎工事完了時

2.躯体工事完了時（原則１階）

2.躯体工事完了時

２）改修工事

　　新営工事に準じて行う。

・　屋根等の主要な工事部分について、工事施工中の仮設足場がなければ確認困難と予想される場合は、仮設足場撤去前に

　　完了時に行う。

・　躯体の改修及び補修が工事に含まれ、仕上げ工事により品質の確保が困難と予想される場合は、改修・補修工法の施工

・　発注者が必要と認めた工程（別途指示による）

工事施工途中における技術検査(｢中間検査｣)は下表を原則とし、監督職員と協議すること。

工事写真等を電子データにより検査する際に必要となる機器の準備及び操作は受注者が行う。

(1.6.2)

　　　ホルムアルデヒド　　　　　高速液体クロマトグラフ法

　　　揮発性有機化合物　　　　　ガスクロマトグラフィー質量分析法

　　風速(Ｖo)　　　　３４ (m/sec)

　　地表面粗度区分　　　　・ Ⅰ　　・ Ⅱ　　・ Ⅲ　　・ Ⅳ

　　

2 １　足場その他

２　監督職員事務所

設ける場合の仕上げは下表を標準とする。

部　位　等 仕　　　　　上

合板張り又はビニル床シート張り床

内壁 ・ 天井

屋　　　根

３　監督職員事務所の備品等 備品は下記のものを標準とし備える。   

　　　保護帽、ゴム長靴、雨ガッパ、机、いす、黒板、懐中電灯、消火器、電話、

　　　書棚、衣類ロッカー、掛時計、温度計、冷暖房機器、湯沸かし器

４　工事用水 構内既存の施設　　　　・　利用できる（　※　有償　　・　無償）　　　※　利用できない

５　工事用電力 構内既存の施設　　　　・　利用できる（　※　有償　　・　無償）　　　※　利用できない

６　交通整理員 ・　置く　　　・　置かない

「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基準」における２の(２)手すり据置方式又は（３）手すり先行専用足場

方式により行うこと。

合板又はせっこうボード張、合成樹脂エマルションペイント塗

塗装溶融亜鉛めっき鋼板張、又は鉄板張りのうえ調合ペイント塗

足場を設ける場合は、公共建築工事標準仕様書（建築工事編）平成２５年版２．２．４（ｂ）によるほか、設置においては、

(2.3.1)

(2.2.4)

仮
　
設
　
工
　
事

 　　　　　 Ｃ種の場合　（建設発生土受入量　　　　　　ｍ3　　発生場所　　　 　　　　　　　）

※　構外搬出適正処理　（参考標準運搬距離　　　　　　km） 

3 １　埋戻し及び盛土 種別　　　 ・　Ａ種　　　※　Ｂ種　　　・　Ｃ種　　　・　Ｄ種 

２　建設発生土の処理

・　構内指示の場所に敷き均し

・　構内指示の場所に堆積

・　構外指示の場所に処分

受入れ場所

受入れ施設名

仮置場所

搬出調書等を提出する。

３　山留めの撤去 　　山留めの存置　　　　・　しない　　　・　する　　　　　　　

(3.2.3)(表3.2.1)

(3.2.5)
土
　
工
　
事

　

　

4 １　試験杭

２　杭の載荷試験 ・　鉛直載荷試験　　　・　水平載荷試験　

　　　位置及び載荷荷重　　　　※　図示　　　・　

３　地盤の載荷試験 ・　平板載荷試験　

　　　位置及び載荷荷重　　　　※　図示　　　・　

(4.2.2)

(4.2.3)

(4.2.4)

地
　
業
　
工
　
事

長期設計支持力

（ｔ/本）

試験杭 ◎

記号 杭径(mm) 長さ(m)及び種別 継手箇所数 本数(ｾｯﾄ数)

(3.3.3)

杭・地盤の試験の方法及び報告書の記載事項は建設大臣官房官庁営繕部監修「敷地調査共通仕様書」を標準とする。

４　既製コンクリート杭地業 杭の種類 

　　　・　プレストレストコンクリート杭　　　　　（　・　JIS規格品　　・　評価品）

　　　・                           　　 　　 　 （　・　JIS規格品　　・　評価品）

材料　　　　・　Ａ種　　　・　Ｂ種　　　・　Ｃ種　　　・　　　種　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(4.3.2)

○

長さ(m)及び種別 継手箇所数
長期設計支持力

（ｔ/本）
本数(ｾｯﾄ数)

本　　杭

先端部形状　　　　・　閉そく平たん形　　　・　開放形　　　・　

杭の施工法

　　　・　打撃工法　　　　　・　プレボーリング併用打撃工法（掘削深さ・径は図示による）

　　　    推定支持力の算定　※　(式4.3.1)による

　　　・　打込み工法　　　　設計支持力　　※　　図示　　　　・ 

・　セメントミルク工法 支持地盤　

支持地盤掘削深さ　　アースオーガー　　

※　図示　　　

※　1.5m　　　　　・　　　m

支持地盤根入深さ　　　　　杭 ※　1.0m以上　　　・　　　m

・　特定埋込杭工法　 工法　・　プレボーリング拡大根固め工法

杭頭の処理　　　　※　所定の高さに切りそろえる

杭打機の種類　　ハンマー種別　　　※　低騒音型油圧パイルハンマー　　　・　ドロップハンマー

　　　　　　　　パイルドライバー　※　三点支持式クローラークレーン

継手　　　　※　アーク溶接　　　・　無溶接（工法　　・　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

杭の精度

支持地盤　　　　　※　図示　　　

※　図示　　　

(4.3.2)

(4.3.3)

(4.3.4)

(4.3.5)

(4.3.3)～(4.3.5)

(4.3.6)

(4.3.7)

５　鋼杭地業

材料

種類の記号 寸法(mm)

・　SKK400　　　・　SKK490

先端部形状 　　　　※　開放形　　　　

工法 ※　図示　　　 (4.4.1)

(4.4.2)

継　手　　　　　　　　現場継手の形状　　　※　JIS A 5525（鋼管ぐい）による　

　　　　　　　　　　　溶接部の確認　　　　※　(7.6.10)に準ずる

(4.4.4)

青森県県土整備部建築住宅課

・　発注者へ引渡しを要するもの

・　廃石綿(除去作業に使用した保護具及び養生材を含)　　　・　廃酸、廃アルカリ

　　  　　本工事において使用する主要機器資材メーカー報告書１通を監督職員に提出し、通知する。

　　　　　本章第６項で技能士が適用された場合は、報告書１通を監督職員に提出し通知する。

完成写真（改修工事の場合は着工前を左・完成写真を右に入れたもの）

完成図

　貸与されたＣＡＤデータは当該工事における施工図及び竣工図の作成のため以外に使用しないこと。

記号 杭径(mm)

・　SHK400　　　・　SHK490M

先端部補強　　　　　※　（(図4.4.1)、(表4.4.2)による）

 　　　　　１部

　　DRAWINGFファイルフォルダに格納）

・　置ける　　　　　・設けない

　　　　　　本工事を施工するために下請負契約を締結したものは、下請負業者と契約締結後全ての下請契約を2週間以内に

　　　　　監督員に一部を提出する。また、施工体台帳及び施工体系図は工事現場に備えるものとし、現場表示も併せて行う

　　　　　ものとする。

１

※　３箇所

※　大型車両出入り時は、車両誘導員を随時配置し事故災害防止に努めること。

特記仕様書１

８０ ｃ ｍ

※ １部

※ １部

※ １部

※ １部

 　　　　　

　　　１部

※　一部電子納品 　　　　　１部

２

青森県上北郡おいらせ町一川目四丁目6-10、向坂2079、中平下長根山1-1123

甲洋小学校 百石中学校 下田中学校

収納庫 収納庫 収納庫

新営 新営 新営

9. 8㎡ 9. 8㎡ 9. 8㎡

9. 8㎡ 9. 8㎡9. 8㎡

9. 8　㎡ 9. 8㎡9. 8㎡

プレハブ プレハブ プレハブ

都市計画区域内市街化調整区域

避難所運営物品収納庫整備工事



　

6

コ
ン
ク
リー

ト
工
事

　　

　

5

鉄
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工
　
事

１　鉄筋の種類

※　ＳＤ２９５Ａ

種類の記号

※　ＳＤ３４５

・　ＳＤ３９０

径　(mm)

※　Ｄ１６以下　　　・　

※　Ｄ１９以上　　　・　

２　溶接金網
　

網目の形状、寸法　(mm) 鉄線の径　(mm)

３　鉄筋の継手

部　　位

柱・梁の主筋

その他

継　　　　手

※ (表5.3.3)による

※ (表5.3.3)による

重ね継手の長さ

13　梁貫通孔その他の配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図7.1による

※　図示 ・　各部配筋参考図7.2による

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図7.3による

※　図示

※　図示

※　図示

12　階段の配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図6.1による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

・　各部配筋参考図6.2による

※　図示 ・　各部配筋参考図5.3による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図5.4による

※　図示 ・　各部配筋参考図5.5による

※　図示 ・　各部配筋参考図5.6による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図5.7による

※　図示 ・　各部配筋参考図5.8による

11　スラブの配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図5.1による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図5.2による

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図4.4による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

・　各部配筋参考図4.5による

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図4.6による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

・　各部配筋参考図4.1による

・　各部配筋参考図4.2による

・　各部配筋参考図4.3による

※　図示 ・　各部配筋参考図3.5による

※　図示 ・　各部配筋参考図3.4による

※　図示

※　図示

９　梁の配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図3.1による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図3.2による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図3.3による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

８　柱の配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図2.1による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示　（構造計算等により必要長さの確認を行い図面化する）

※　図示 ・　各部配筋参考図2.2による

※　Ｈ型

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図2.3による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　超音波探傷試験　　　・　引張試験　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・　杭基礎　既製コンクリート杭の杭頭補強　 ※　図示

・　直接基礎の配筋 ※　図示 ・　各部配筋参考図1.1による

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図1.2による

※　図示 ・　各部配筋参考図1.3による

※　図示

※　図示

※　図示 ・　各部配筋参考図1.4による

※　図示

※　図示

５　各部配筋

６　圧接完了後の試験

７　基礎及び基礎梁の配筋

基礎の底面のGL面からの深さ及び基礎スラブの厚

・　柱、梁の主筋の同一箇所の継手（先組工法等）

４　鉄筋かぶり厚さ及び間隔 ※　かぶり厚さは目地底から算定する。

・　耐久性上不利な箇所の鉄筋のかぶり厚さは下表による。

施工箇所等

柱、梁、壁及び庇などの外気に接する打増し面

・　軽量コンクリートの場合

柱、梁、スラブ、壁

基礎、擁壁、耐圧スラブ

土に接する部分 ・

・

表5.3.6の値に加える数字　(mm)

※　10　　　・　

最小かぶり厚さ　(mm)構造部分の種別

・　溶接継手（工法：　　　　　）

※　ガス圧接　　・　　（径　　以下、部位　　　　　　　　）

※　重ね継手　　・　ガス圧接　　・　機械式継手(種類：　　　　　)　

・　機械式継手及び溶接継手の鉄筋相互のあき　　　　　・　　　mm　　　・　

※　図示　　・ 公共建築工事標準仕様書各部配筋参考図１節「基礎及び基礎梁の配筋」から７節「梁貫通孔及びその他の配筋」による

(各部配筋参考図2.2)

(各部配筋参考図2.3)

　
4

地
業
工
事

　

１　コンクリートの種類 ※　普通コンクリート　　　・　軽量コンクリート　　　　　　　　　　　　　　　　

４　スランプ

・　普通コンクリートの設計基準強度　   

設計基準強度　Fc　(N/mm2) 適　用　箇　所

・　２１

・　１８　　

※　２４

・　１８　

・　軽量コンクリートの設計基準強度  

設計基準強度　Fc　(N/mm2) 適　用　箇　所

※　２４　　

・　２１

３　コンクリートの強度

２　コンクリートの種別 ※　Ⅰ類　　・　Ⅱ類

6

コ
ン
ク
リー

ト
工
事

許　容　差 部　　　　　位

・　　

※　表6.2.3による ※　表6.2.3による

種　　　別 施　工　箇　所

・　Ａ種

※　Ｂ種

・　Ｃ種

部　　　　　位許　容　差

・　　

※　表6.2.5による ※　表6.2.5による

　 
※　普通ポルトランドセメントまたは混合セメントのＡ種   

　　上記普通ポルトランドセメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメント）に示された規定の他、次の規定に適合するものとする。

　　　　水和熱は7日目で352J/g以下、28日目で402J/g以下とする。

・　高炉セメントのＢ種

・　

　　骨材のアルカリシリカ反応性による区分

　　　　場合、監督員と協議する。

　　　　JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の附属書Ａ(規定）[レディーミクストコンクリート用骨材]及び

　　　　JIS A 5005（コンクリート用砕石及び砕砂）のアルカリシリカ反応性による区分Ａ（無害と判定されたもの）とする。

　　　　ただし、構造体に関する耐震安全性の分類がⅠ類以外の建築物で、地域等によって区分Bの骨材を使用せざるを得ない

７　骨材

６　セメントの種類

・　上記以外の混和材料　　　　　　　種　　類　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　使用方法　：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　使 用 量　：

８　混和材料

・ 外部に面するコンクリート打放し仕上げの打増し厚さ　　　　　※　20mm　　　・　　mm  

・ ひび割れ誘発目地　　　　　　

位　　　置

・ ・

形状及び寸法

　　合板を使用したせき板の厚さ　　　　　　※　12mm　　　・　　　mm　　

・　断熱材を兼用した型枠材の使用　　

・　ＭＣＲ工法用シートの適用　　　

・　スリーブに用いる材料　　　　　　　　　・　鋼管　　　・　硬質塩化ビニール管　　　・　溶融亜鉛めっき鋼板　　

10 型枠

９ 打継ぎ ・ 目地寸法　　　　　※　9.7.3(a)(1)による　　　･　図示　　　・   

※　9.7.3(a)(1)による

　　せき板の材料　　　　　　　　　　　　　※　表6.2.4による　　　・　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　つば付き鋼管　　　※　(6.8.3)(i)(2)による

　　常時土あるいは水に直接接する部分　　　・　用いる　　　・　用いない

　　軽量コンクリートの種別　　　　　　　　・　1種　　　・　2種

　　スランプ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cm

　　所要気乾単位容積質量　　　　　　　　　　　　　kg/m3

11 軽量コンクリート

　　適用期間　　　　　　　　　　　　　　　・  11月21日～3月31日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　　　

適用　　　　　　　　　　・　適用する　　　・　適用しない　　　15　流動化コンクリート

12 寒中コンクリート

　　初期養生を行う期間　　　　　　　　　　※　5N/mm2に達するまで 　　・　

　　セメントの種類　　　 ・　中庸熱ポルトランドセメント

・　低熱ポルトランドセメント

・　高炉セメントＢ種

・　フライアッシュセメントＢ種

・　普通ポルトランドセメントに混和材を混合したもの

 ・　普通コンクリート

 ・ 

種　　類

　・　　　N/mm2

設計基準強度

　※　18  N/mm2

　・　15cm　・　18cm

　・　15cm　・　18cm

スランプ　(cm) 施　工　箇　所

　　スランプ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cm　

　　混和剤の種類　　　　　　　　　　　　　※　ＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤　　　・　

　　施 工 箇 所　　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

13 マスコンクリート

　　強度管理の材齢　　　　　　　　　　　　　　　　日

・　調合管理強度及び調合強度の適用温度を積算温度をもとに定める

品質試験

１）一般事項

　　　（１）実施計画書

　　　（２）試験の実施

　　　　　　試験の結果は書面により、速やかに報告するものとする。

２）特記事項

　　　（１）試験方法

　　　　　　アルカリシリカ反応性試験の方法はＪＩＳによる。

　　　　　　　　※化学法（ＪＩＳ A １１４５）、または迅速法（ＪＩＳ A １８０４）

　　　（２）試験の実施

　　　　　　試験は計画調合書作成以前に実施するものとする。また、原則として試験機関に委託するものとする。

　　　　　　試験の実施後、６ヶ月を経過する都度及び産地が変わった場合には、再試験を実施するものとする。

　　　（３）試料の採取

　　　（４）その他

　　　　　　試料の採取は原則として受注者の立会いのうえで実施するものとする。

　　　　　　アルカリシリカ反応性による区分がＢと判定された場合は、監督員と協議する。

16　構造体に用いるコンクリート

・　

・　

・　ＳＴＫＲ　４００

・　ＳＴＫ

・　ＳＳＣ　　４００　　　

・　ＳＳ

※　ＳＮ    　４００

種　　　類 規　格　番　号

※　規格品（JIS G 3466）　　　・ 

※　規格品（JIS G 3444）　　　・ 

※　規格品（JIS G 3350）　　　・ 

※　規格品（JIS G 3101）　　　・ 

※　規格品（JIS G 3136）　　　・ 

　　寸法　　　　※　図示　　　　・　
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※　建築基準法第７７条の５６に基づき国土交通省から性能評価機関として認可を受けた㈱日本鉄骨評価センター及び㈱全国鉄骨評価

　　機構が工場のグレードを評価し、国土交通大臣から認定を受けた工場とする

・　鉄骨製作工場　　　　　　　　・　Ｓ　　　・　Ｈ　　　・　Ｍ　　　・　Ｒ　　　・　Ｊ　(グレード)

　　国土交通大臣の認定書（写し）を監督職員に提出すること。

・　施工管理技術者

１　鉄骨製作工場

２　鋼材

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

ハンチ部分の傾斜 ・　1:4　　・　　　

・　[図3.2段違い梁]による　・　　　　　　

・　あばら筋の組立の形及び割付け等

・　梁ハンチの傾斜

・　大梁主筋の継手、定着及び余長

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

あばら筋組立の形 ・　　　　

・　梁の打増し補強　　打増しが200㎜を超える場合

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

軸方向の補強筋本数 ・　　　　　本

打増し幅 ・　　　　　ｍｍ　　

・　柱主筋の継手、定着及び余長

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

継手の方法 ・　　　　

かぶりの厚さ

・　柱頭定着長さＬ2が確保できない場合

・　帯筋　帯筋の種類及び間隔

・　組立の形 ・　　　　

・　帯筋の割付 ・　[図2.3帯筋の割付]による　・　　　　　　

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

帯筋の間隔 ・　間隔　　　　ｍｍ　　

・　かぶり厚　　　　　　ｍｍ　　

・　柱の打増し補強　　

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

軸方向の補強筋本数 ・　　　　　本

打増し幅 ・　　　　　ｍｍ　　

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　D295A　・　SD345　・　SD390

鉄筋の間隔（ｍｍ）又は本数 ・　間隔　　　　　ｍｍ　　　・　　　　

基礎の形状

はかま筋の有無 ・　有　　　・　無

・基礎接合部の補強配筋

・基礎梁主筋の継手、定着及び余長

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・基礎梁のあばら筋

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　梁貫通孔の配筋

・　梁貫通孔の補強形式

配筋種別 ・　　　　

※　Ｈ形　　　・　ＭＨ形　　　・　Ｍ形

・　評価品(国土交通省、日本建築センター)

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　コンクリートブロック張壁との取合い

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　機械吊上げ用フック

・　片持ちスラブ形階段の基準配筋

配筋種別 ・　　　　

スラブの厚さ ・　　　　　ｍｍ　　

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　二辺固定スラブ形階段の基準配筋

配筋種別

スラブの厚さ

鉄筋の種類

・　　　　

・　　　　　ｍｍ　　

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　片持スラブの基準配筋　

配筋種別 ・　　　　

スラブの厚さ ・　　　　　ｍｍ　　

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　片持スラブの先端に壁が付く場合の配筋

・　スラブの開口部補強　

・　出隅部及び入隅部の補強配筋

配筋種別

スラブの厚さ ・　　　　　ｍｍ　　

・　　　　

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

鉄筋の間隔（ｍｍ）又は本数 ・　間隔　　　　ｍｍ　　・　　　

・　スラブの打継ぎ補強配筋等　

・　段差のあるスラブの補強配筋

・スラブの基準配筋　

配筋種別 ・　　　　

スラブの厚さ ・　　　　　ｍｍ　　

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　スラブ筋の定着及び受け筋

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　壁の開口部補強

・　壁開口部の補強筋(耐震壁以外)　 ※　Ｂ形　　　・　Ａ形

・　耐震壁の補強筋　

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

舘筋及び横筋の間隔

打増し幅

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　間隔　　　　ｍｍ　　

・　　　　　ｍｍ　　

・　コンセントボックス等の埋込補強

・　壁の打増し補強

・　パラペットの配筋

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

舘筋及び横筋の間隔 ・　間隔　　　　ｍｍ　　

・　　　　　ｍｍ　　コンクリートの厚さ

・　壁の基準配筋

・　壁の基準配筋(片持受)

壁の厚さ

鉄筋の種類

・　壁の継手及び定着

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

壁筋の間隔

・　壁の交差部及び端部の配筋

鉄筋の種類

呼び径（ｍｍ）

・　　　　　ｍｍ　　

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　D295A　・　SD345　・　SD390

・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25

・　ＫＷ１　　・　ＫＷ２　　　・　図示　

・　間隔　　　　ｍｍ　　

・　片持梁主筋の継手、定着及び余長

鉄筋の種類 ・　D295A　・　SD345　・　SD390

呼び径（ｍｍ） ・　D10　・　D13　・　D16　・　D19　・　D22　・　D25
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鉄
　
筋
　
工
　
事

(5.2.1)(表5.2.1)

(5.2.2)

 (5.3.4)(表5.3.3)(5.5.2･3)

(5.3.4)

(5.3.5)

(5.3.7)

(5.4.9)

(各部配筋参考図1.1)

(各部配筋参考図1.2)

(各部配筋参考図1.3)

(各部配筋参考図1.4)

(各部配筋参考図2.1)

(各部配筋参考図3.1)

(各部配筋参考図3.2)

(各部配筋参考図3.3)

(各部配筋参考図3.4)

(各部配筋参考図3.5)

(各部配筋参考図4.1)

(各部配筋参考図4.2)

(各部配筋参考図4.3)

(各部配筋参考図4.4)

(表4.3～4)

(各部配筋参考図4.5)

(各部配筋参考図4.6)

(各部配筋参考図5.1)

(各部配筋参考図5.2)

(各部配筋参考図5.3)

(各部配筋参考図5.4)

(各部配筋参考図5.5)

(各部配筋参考図5.6)

(各部配筋参考図5.7)

(各部配筋参考図5.8)

(各部配筋参考図6.1)

(各部配筋参考図6.2)

(各部配筋参考図7.1)

(各部配筋参考図7.2)

(表7.1～3)

(各部配筋参考図7.3)

(6.2.1)(表6.2.1)

(6.2.2)

(6.2.4)(表6.2.2)

(6.2.5)(表6.2.3)

(表6.2.4)

(表6.2.5)

(6.3.1)

(6.3.1)

 (6.3.1)

 (6.3.2)

(6.6.3)(9.7.3)

(6.8.2)

(6.8.2)(9.7.3)

(6.8.3)(表6.2.4)

(6.8.3)

(表6.8.1)

(6.10.1)

(表6.10.1)

(6.10.2)

(6.11.1)

(6.11.2)

(6.11.4･6)(表6.11.1)

(6.13.2)

(6.13.2)

(6.14.1)

(6.15.1)

(7.1.3)

(7.2.1)(表7.2.1)

６　場所打ちコンクリート杭地業

帯筋　　　　※　標仕別図[各部配筋]2.2[帯筋](b)(3)④・丸形(ロ)による　　　　　　

鉄筋かごの補強　　　　※　4.5.3(iii)による　　　・　図示　　　・ 

かぶり厚さ　　　　※　100mm　　　・　　　mm

コンクリートの種類　　　　※　高炉セメントＢ種　　　・　

工法　・　アースドリル工法　・　リバース工法　・　オールケーシング工法　・　鋼管コンクリート杭工法　・　拡底杭工法

　

コンクリートの種別　　　　・　Ａ種　　　・　Ｂ種

・ 場所打ち鋼管コンクリート杭工法及び拡底杭工法 

孔壁の確認（超音波測定器）　・　行う　　　・　行わない　

孔壁の確認（超音波測定器）　・　行う　　　・　行わない　

７　砂利及び砂地業 砂利地業の材料　　　　※　再生クラッシャラン　　　 ・　切込砂利　　　・　切込砕石

厚さ　　　　※　50mm　　　・　60mm　　　・  　　mm８　捨コンクリート地業

９　床下防湿層

範囲　　　　※　建物内土間床板及び土間コンクリート下（ピット下除く） 　　　・　

10　地盤改良 工法　　　　※　図示　　　・　

11　六価クロム溶出試験 　　地盤改良工事等でセメント及びセメント系固化材を使用する場合は、六価クロム溶出試験要領により、試験を実施し

　試験結果（計量証明書）を監督員に提出する。

　　　　　施工段階　　　　　　検体

厚さ　　　　※　60mm　　　・  　mm　　　・　図示　

　　　　　配合設計段階　　　　検体

構造体強度補正　　　※　3Ｎ/㎜2　　　・　図示　　　・　　　Ｎ/㎜2

コンクリートの設計基準強度　　　　　　　・　　　　Ｎ/mm2

・　アースドリル工法、リバース工法及びオールケーシング工法 　 支持地盤　　　　※　図示　　　・　

(4.5.1)

(4.5.3)

(表4.5.1)

(4.5.4)

(4.5.5)

(4.6.2)

(4.6.3)

(4.6.4)

(4.6.5)

・　小梁主筋の継手、定着及び余長

10　壁及びその他の配筋

(6.2.1)

　基礎、基礎梁、土間スラブ　　　　　　　　　　・　15cm　　　・　18cm　　　・　　cm　

　柱、梁、スラブ、壁　　　　　　　　　　　　　・　18cm　　　・　　cm

　部材の位置及び断面寸法の許容差   ５　構造体コンクリートの仕上り

　打放仕上げの種別 

　仕上がりの平たんさ　

・　フェロニッケルスラグ細骨材、銅スラグ細骨材、電気炉酸化スラグ細骨材及び再生骨材Hの使用

※　混和剤　(※　6.3.1(d)(ⅰ)による　　　・    ）

・　混和剤　(※　6.3.1(d)(ⅱ)による　　　・    ）

・ 

14 無筋コンクリート

　　　　　　コンクリート製造工場の選定後、速やかに品質試験実施計画書を作成し、監督職員に提出する。

備　　考 №

図面名称
ＳＣＡＬＥ

工 事 名

NOＡ－ ０２

コンクリート用骨材の品質試験を実施すること。

特記仕様書２

避難所運営物品収納庫整備工事
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１　一般事項

・　試験張り　

　　石材の厚さ　　　　・　図示　　　　・　　　mm８　笠木、甲板等の石張り

・　石裏面処理　

　　取付け代　　　　　・　乾式工法の場合　　　※　10.5.3(b)による　　・　図示　

　　　　　　　　　　　・　乾式工法の石裏補強モルタル　

９　隔て板 　　石材の厚さ　　　　※　40mm　　　　・　図示　　　・　　　mm　

10

石
　
工
　
事

・　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地　　　位置　　※　表11.1.1による　　　・　図示　　　・　

　　陶磁器質タイル張り

２　セメントモルタルによる 　　タイル形状、寸法等

　　壁タイル張りの工法

内装タイル以外の

・　モザイクタイル張り

・　マスク張り

・　改良圧着張り

・　改良積上げ張り

・　密着張り

・　壁タイル接着剤張り

・　改良積上げ張り

張付けモルタルの塗厚（mm）躯体表面工　法

内装タイル

外装タイル

ユニットタイル

・　試験張り　

・　見本焼き　

　　タイル形状、寸法等

・　下地及びタイルごしらえ　　　　　・　ＭＣＲ工法　　　・　目荒し工法　　　・　

４　陶磁器質タイル型枠先付け 　　タイル形状、寸法等

適用タイル

・　桟木法

・　目地桝法

・　タイルシート法

・　大形タイル

・　二丁掛タイル

・　小口タイル

種　　類

12

木
　
工
　
事

１　一般事項 ・　表面仕上げ　

適用箇所種　　類

・　Ａ種

※　Ｂ種

・　Ｃ種

・　Ｄ種

２　材料

６　床張り用合板等

再資源

化ﾀｲﾙ

・

・

・・

・

・

抵抗性

滑り耐凍害

性

・

・

・

特注

色役物

有

釉

無釉施釉

吸水率による区分

Ⅲ類Ⅱ類Ⅰ類
・寸法
形状

(mm)

主な用途による

区分　　　　　
施工箇所

３　接着剤による陶磁器質タイル張り

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・・・・・・・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

適用シーリング

※　ポリウレタン系シーリング材　　　　・　

　　シーリング材

種　別

ひび割れ誘発目地

施工箇所
主な用途による

区分　　　　　

形状
・寸法
(mm)

吸水率による区分

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類

釉

施釉 無釉

役物

有

色

特注

耐凍害 再資源

化ﾀｲﾙ性

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・・・・・・・・・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

打継ぎ目地

※　ポリウレタン系シーリング材　　　　・　

伸縮調整目地 ※　変成シリコン系シーリング材　　　　・　

※　変成シリコン系シーリング材　　　　・　その他の目地

・　下地及びタイルごしらえ　　　　　・　ＭＣＲ工法　　　・　目荒し工法　　　・　

再資源

化ﾀｲﾙ特注

色役物

有無釉

釉

施釉Ⅲ類

吸水率による区分

Ⅱ類Ⅰ類(mm)
・寸法
形状主な用途による

区分　　　　　
施工箇所

・　試験張り

・　見本焼き

　　タイル型枠先付け種類

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

・・・・・・・・

・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

４　造作用集成材

施工箇所

・　下地用針葉樹

・　造作用針葉樹

・　広葉樹

樹種
寸法

(mm)
等級

※　２級

・

・

・

※　１級

・

形状 含水率

※　Ａ種

含水率

※　Ａ種

・　Ｂ種

・

処理

難燃防虫

処理

・造作の場合（※Ａ種　・Ｂ種）

材面の品質
寸法

(mm)
樹種施工箇所

・　製材（製材の日本農林規格以外）

・　集成材（集成材の日本農林規格）

・　造作用

適用箇所 材種
寸法

(mm)

化粧薄板厚

(mm)　　　

見付け材面

の品質　　

※　1等

・　

※　1等

・　

化粧薄板：

化粧薄板：

・　化粧ばり造作用

・　化粧ばり構造用

・　集成材（集成材の日本農林規格以外）

適用箇所 材種
寸法

(mm)

化粧薄板厚

(mm)　　　

見付け材面

の品質　　
含水率

※　Ａ種

・　Ｂ種

※　Ａ種

・　Ｂ種

※　Ａ種

・　Ｂ種

化粧薄板：

化粧薄板：・　化粧ばり構造用

・　化粧ばり造作用

・　造作用

・　造作用単板積層材（単板積層材の日本農林規格）

適用箇所 樹種
厚さ

(mm)
表面の化粧加工

防虫

処理

・・有（・天然木化粧加工　・塗装加工）

・無（　等級：　　　　　　）

・　造作用単板積層材（単板積層材の日本農林規格以外）

適用箇所 樹種
厚さ

(mm)
表面の化粧加工

防虫

処理
含水率

※　14％以下

・　

・・有（・天然木化粧加工　・塗装加工）

・無（　等級：　　　　　　）

・　普通合板

適用箇所 表板の樹種名
厚さ

(mm)
接着の程度 板面の品質

防虫

処理

難燃

処理

防炎

処理

・・・・広葉樹(※２等以上　・１等)

・針葉樹(※C-D以上　 ・１等)

※　１類

・　２類

※5.5

・　

・　構造用合板

適用箇所 板面の品質
防虫

処理

・

・　パーティクルボード

適用箇所

・　構造用パネル

厚さ

(mm)

・　

※ 15

厚さ

(mm)

・　

※ 12 ・（　　　　）

・　

※　１類

接着の程度

※　C-D以上

・　

表板の樹種名

・　特類

強度等級

表裏面の状態による区分

７　防腐・防蟻処理 　　防腐剤は非有機リン系とし、クロルピリホス、ダイアジノン、フェノブカルブを使用していない環境に配慮した表面処理用

　　防腐剤とする。処理方法は、工場における加圧式とし、十分に乾燥を行う。ただし、現場における加工が生じた場合には、

　　加工した箇所に対し、現場にて防腐剤を塗布することとする。
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１　長尺金属板葺

　　　　　　　下葺き材料　　　　　　　※　アスファルトルーフィング940　　　  　 ・　

　　材　料

　　　　　　　屋根葺工法　　　　　　　※　図示　　　・ 

　　　　　　　建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重に対応した工法であることを明記した施工計画書を提出する。

　　　　　　　　　　　建築基準法に基づき定められた区分等

　　　　　　　　　　　　　基準風速Ｖｏ＝（　　　　　　）ｍ／ｓ

　　　　　　　　　　　　　地表面粗度区分　（　・Ⅰ　　・Ⅱ　　・Ⅲ　　・Ⅳ　）

　　　　　　　　　　　　　積雪区分　　　　・　　青森県建築基準法施行細則第１１条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　青森市建築基準法施行細則第３５条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　弘前市建築基準法施行細則第１７条

　　工　法　　屋根葺形式　　　　　　　・　亙棒葺(心木なし) 　　　・　立平葺　　　・蟻掛葺　　　・　横葺　　　・　

　　専門工事業者　　　　青森県板金工業組合の会員施工業者又は監督職員の承諾する業者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　八戸市建築基準法施行細則第１８条

　　材　料

　　　　

軒先面戸板

厚　　さ

材　　料

耐　　力

山ピッチ

山　　高

形　　式 ※　重ね形又ははぜ締め形　　　・　 かん合形

・　09　　・　11　　・　13　　・　15　　・　17　　・　19

・　20　　・　25　　・　30　　・　33　　・　35　　・　40　　・　45　　・　50

・ １種　　・ ２種　　・ ３種　　・ ４種　　・ ５種

※　標仕(表13.2.1)による規格（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

・　　　　mm

・　適用する　　　・　適用しない

　　　　　　　　　　　厚さ　　　　　　（　　　　mm　 　　　　　　　　　　　 ）

　　　　　　　　　　　防火性能　　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２　折板葺

３　とい

・　断熱材張り　　　　断熱材の種別　　（　　　　　　　　  　　　　　　　　　）

　　工　法　　　建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重に対応した工法であることを明記した施工計画書を提出する。

　　　　　　　　　　　建築基準法に基づき定められた区分等

　　　　　　　　　　　　　基準風速Ｖｏ＝（　　　　　　）ｍ／ｓ

　　　　　　　　　　　　　地表面粗度区分　（　・Ⅰ　　・Ⅱ　　・Ⅲ　　・Ⅳ　）

　　　　　　　　　　　　　積雪区分　　　　・　　青森県建築基準法施行細則第１１条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　青森市建築基準法施行細則第３５条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　弘前市建築基準法施行細則第１７条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　八戸市建築基準法施行細則第１８条

　　工　法　　　鋼管製といの防露巻き　　  ※　標仕(表13.5.5)による　　　・　

　　　　　　　　　　　屋外の野縁の間隔　　　　　　　　　　　　　　　　　※　図示　　　・　＠900

種　類

手 す り

タラップ
・　鋼製

・　ステンレス製

・　アルミニウム製

・　鋼製

・　ステンレス製

材料の種別 表面処理の種別

※　溶融亜鉛めっきＣ種　　　・　　

※　研磨なし　　　・　

・　Ｂ－１種　　　・　Ｂ－２種　　　　　・　

※　溶融亜鉛めっきＣ種　　　・　

※　ＨＬ程度　　　・　№２Ｂ程度　　　　・　

種　類

・ No.2B程度

※　HL程度

施　工　箇　所　 （手すり､タラップ､建具以外）

種　別 皮膜種類 色合等 施 工 箇 所　（成形板､笠木､建具以外）

・　

・　Ｂ-２種

・　Ｂ-１種

・　　　・　

・　Ｂ　・　

・　Ｂ　・　

・　

※　無色

・　

・　電気亜鉛めっき

・　溶融亜鉛めっき

・　Ｆ種

・　Ｅ種

・　Ｄ種

・　Ｃ種

・　Ｂ種

・　Ａ種

種 別表面処理方法 施 工 箇 所　(手すり､ﾀﾗｯﾌﾟ以外)

　  

・　50形

・　65形

　※　4mを超え4.5m以下

　※　4.0m以下

　※　2.7m以下

スタッドの高さ種　別

・　100形

・　90形
　※　4mを超え4.5m以下

　・　

施　工　箇　所

板 厚 板 幅

寸　法
形　状製　法種　別

　・    　　

　・　アルミニウム

　・　プレス

　・　ロール

　・　押出し

　・　パネル形

　・　ｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ形

　(　・　ﾌﾞﾗｳﾝ系　・　ﾌﾞﾗｯｸ　・　ｽﾃﾝｶﾗｰ ）

　・　B-2種

　・　B-1種　

　表面処理の種別

１　一般事項

２　表面処理

３　軽量鉄骨天井下地

４　軽量鉄骨壁下地

５　金属成形板張り

６　アルミニウム製笠木

７　手すり及びタラップ

　　あと施工アンカー引抜き耐力の確認試験　

　　　　設計用引張強度　　　　※　施工計画書の品質計画において定めたもの　　　・　

・　ステンレスの表面仕上げ　

・　アルミニウム及びアルミニウム合金の表面処理

　　陽極酸化皮膜の着色方法　　　　※　二次電解着色　　　・　三次電解着色

・　鉄鋼の亜鉛めっき

　　形状及び寸法　　　屋外の野縁受、吊りボルト及びインサートの間隔　　　※　図示　　　・　＠900　

　　材　料　　　野縁等の種類　　　屋内　　　　※　19形　　　 ・　25形

　　　　　　　　　　　　　　　　　屋外　　　　・　19形　　　 ※　25形

　　工法

　　吊りボルトの間隔が900mmを超える場合の補強　　　　　　　　　・　図示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　３m超えの場合　　　　　　　・　図示

　　　　　　　　　範囲　　　・　図示　　　・　

　　形式及び寸法

・　 スタッドの高さが5.0mを越える場合　　　　  ※　図示　　　・ 

　　取付け用下地　　　　※　標仕(14.4)による　　・　図示

・　伸縮調整継手　　　　※　図示　　　　　　　　・　

・　隅角部及び突当たり部等の役物

　　　　　　　　　　　建築基準法に基づき定められた区分等

　　　　　　　　　　　　　基準風速Ｖｏ＝（　　　　　　）ｍ／ｓ

　　　　　　　　　　　　　地表面粗度区分　（　・Ⅰ　　・Ⅱ　　・Ⅲ　　・Ⅳ　）

　　　　　　　　　　　　　積雪区分　　　　・　　青森県建築基準法施行細則第１１条の２

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　青森市建築基準法施行細則第３５条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　弘前市建築基準法施行細則第１７条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　　八戸市建築基準法施行細則第１８条

８　防虫処理

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　・　一般タイプ　　　・　複層基材タイプ　　　・　粘着層）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　改質アスファルトルーフィング下葺材

塗膜の耐久性、めっき付着量等の種類及び記号

※　0.4mm　　・　

厚さ

※　JIS G 3322 屋根用コイル

・　

・　

種類

・　ラワン材等を使用する場合　　　保存処理Ｋ１

適用箇所 処理の方法

・　ボード原料接着剤への薬剤混入による防腐・防蟻処理

※　標仕12.3.1(3)(ⅱ)①～④による　　・　

処理の方法適用箇所

・　薬剤塗布による防腐・防蟻処理

※　図示　　　・　 ・　Ｋ２　　　・　Ｋ３　　　・　Ｋ４

厚さ(mm)保存処理性能区分適用箇所

・　薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理

適用箇所

・　１級　　・　２級　　・　３級　　・　４級

等級 厚さ(mm)

※　13タイプ

・　 ・　

※　Ｐ又はＭ

接着剤曲げ強さ 難燃性

区分

※　２級以上

・　１級

等級

・　雪止め設置

(10.7.3)

(10.7.4)

(11.1.3)(表11.1.1)

(11.2.2)

(11.2.3)

(11.2.7)(表11.2.3)

(11.3.2)

(11.3.4)

(11.3.7)

(11.4.2)

(11.4.3)(表11.4.1)

(12.１.4)(表12.1.1)

(12.2.1)(表12.2.1)

(13.5.3)(表13.5.5)

(13.5.2)(表13.5.1)

(13.3.3)

(13.3.2)(表13.2.1)

(13.2.2)(表13.2.1)

(12.3.1)

(12.2.1)
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(14.1.3)

(14.2.1)

(14.2.2)(表14.2.1)

(14.2.3)(表14.2.2)

(14.4.2)(表14.4.1)

(14.4.3)(表14.4.2)

(14.4.4)

(14.5.3)(表14.5.1)

(14.6.2)(表14.2.1)

(14.6.3)

(14.7.2)(表14.7.1)

(14.7.3)

(14.8.2･3) (表14.8.3･2.2)

・　タイル型枠先付け面のせき板　　　　　　・　6.8.3(b)(2)　　　・　金属製タイル先付け用パネル

※　Ａ種

※　Ａ種

・　Ｂ種

・　Ｂ種

・　Ｂ種

芯材：

芯材：

芯材：

芯材：

５　造作用単板積層材

※　図示　　　・　

(13.2.3)

　　材　料　　　といの材種　　・　配管用鋼管　　　・　硬質ポリ塩化ビニル管　　　・　

　　天井のふところの補強　　　　　　1.5m以上～３m以下の場合　　　　　※　標仕(14.4.4(h)(1)～(2)による　　・　図示

・　天井下地材における耐震性を考慮した補強及び屋外の軒天上、ピロティ―天井等の補強

　・　

　　笠木の固定金具の工法　　建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重に対応した工法であることを明記した施工計画書を提出する。

備　　考 №

図面名称
ＳＣＡＬＥ

工 事 名

NO

・　見本焼き　

　　樹種　　　※　共通仕様書の「ひのき」は「ひば」と読み替える。

・　代用樹種の禁止　　適用箇所

・製材（製材の日本農林規格）３　製材

　　部材の種類　　　　　・　２５０形　　・　３００形　　・　３５０形　　・　２００形　（呼称肉厚　　mm）

※　 メーカー色

床下地 米松

各間仕切壁

床見切り

ボーダー

90x90
45x45
30x45

上框 タモ 90x90

0. 4

ステージ

アリーナ
多目的室

34

外部階段段鼻

アリーナ天井ふさぎ

カラーアルミ ニウム亜鉛合金板

18

カラーステンレス 0. 4ｍｍステンレス防水屋根

カラー塗装溶融55% AL－ZN合金メッキ鋼板

 外部ト イレ

 風除室・ 玄関　 壁

 風除室・ 玄関

100×100

150×150

避難所運営物品収納庫整備工事

Ａ－ ０３ 特記仕様書３
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21
１　排水管 　　材料

材　　　　種 管の種類

※　図示

・　

　　　　外圧管（１種）

　　・　ＶＰ　　・　ＶＵ　

　　　　　ＲＳ－ＶＵ

　　　　　ＲＦ－ＶＰ

　　　　　ＤＶ

　　　　　ＶＵ継手

・　硬質ポリ塩化ビニル管

・　遠心力鉄筋コンクリート管

・　リサイクル硬質ポリ塩化ビニル三層管

・　リサイクル硬質ポリ塩化ビニル発泡三層管

・　排水用硬質ポリ塩化ビニル管継手

・　屋外排水設備用硬質ポリ塩化ビニル管継手

・　排水桝の種類　　　　　※　図示　　　・　

・　ふたの種類　　　　　　※　図示　　　・　

・　グレーチング

　　　種　　類 　　形　式  　　　用　途 　　適用荷重
メインバーピッチ

　メインバーの

　　上面形状

 普通目 　細目  （mm） 　平型  凹凸型

　鋼製グレーチング

　※　受枠付

　・　

　※　受枠付

　・　

　・　溝ふた用

　・　ますふた用

　・　かさあげ用

　・　Ｕ字溝用

　・　溝ふた用

　・　ますふた用

　・　かさあげ用

　・　Ｕ字溝用

　・　歩行用

　・　Ｔ- 2用

　・　Ｔ- 6用

　・　Ｔ-14用

　・　Ｔ-20用

　・　歩行用

　・　Ｔ- 2用

　・　Ｔ- 6用

　・　Ｔ-14用

　・　Ｔ-20用

 　・　  　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　  　・　  　・　  　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

 　・　

　SUS製グレーチング

・　コンクリートの設計基準強度（Fc）　　　※　18Ｎ/mm2　　　・　　　Ｎ/mm2

・　埋戻しに用いる材料　　　　　　　　　　・　Ａ種　　　※　Ｂ種　　　・　Ｃ種　　　・　Ｄ種　

舗
　
　
装
　
　
工
　
　
事

１　路　床 ・　遮断層用材料　　　　　　　　　　厚さ　　　※　図示　　　・　　　mm

・　凍上抑制層用材料　　　　　　　　厚さ　　　※　図示　　　・　　　mm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類　　　※　再生クラッシャラン　　・　切込砂利又は切込砕石　　・　図示　　・　

・　路床安定処理　　　　　　　　　　方法　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　路床安定処理用添加材料　　※　図示　　・　

・　盛土用材料　　　　　　　　　　　・　Ａ種　　　・　Ｂ種　　　・　Ｃ種　　　・　Ｄ種

・　路床上の支持力比(ＣＢＲ)試験

・　路床締固め度の試験

・　ジオテキスタイル　　　　　　　　品質　　　※　図示　　　・　

２　路　盤

　　　　　　　　　　　・車道部　　　・　図示　　　・　　　mm

　　　　路盤材料　　　　種　別　　　※　再生クラッシャランRC-40　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　クラッシャランのC‐40又はクラッシャラン鉄鋼スラグのCS‐40

・　路盤の締固め度試験

３　アスファルト舗装 　　アスファルト舗装の構成及び厚さ　　※　図示　　　・　　

　　舗装の平たん性　　　※　通行の支障となる水たまりを生じない程度　　　・　

　　アスファルト　　　　　※　再生アスファルト　　　・　ストレートアスファルト

　　アスファルト混合物の種類

　　　　　表　　層

　　　　　基　　層

　　　　・　密粒度アスファルト混合物（13Ｆ）

　　　　・　細粒度ギャップアスファルト混合物（13Ｆ）

　　　　・　

　　　　・　粗粒度アスファルト混合物（20）

・　シールコートの施工

・　アスファルト混合物の抽出試験

４　コンクリート舗装 　　コンクリート舗装等の構成及び厚さ　　　※　表22.5.1による　　　・　図示　　　・ 

・　寒冷地の縁部立下がり寸法　　　　　　　※　図示　　　・　

　　設計基準強度、スランプ及び粗骨材の最大寸法　　　※　表22.5.2による　　　※　図示　　　・　　

　　　　・　転圧コンクリート舗装の場合　　※　図示　　　・　設計基準強度　　　　　N/mm2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　スランプ　　　　　　　cm

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　粗骨材の最大寸法　　　mm

・　早強セメントの使用

・　転圧コンクリート舗装の工法　　　※　図示　　　・　

・　コンクリート版の厚さの試験　　

(22.5.3)

　　目地の種類及び間隔　　　　　　　※　表22.5.4　　　・　図示

　　注入目地材料　　　　　　　※　低弾性タイプ　　　・　高弾性タイプ

５　カラー舗装

・　結合材に石油樹脂を使用した場合の顔料の添加量　　　　※　図示　　　・　

・　表層用加熱系混合物に添加する着色骨材又は自然石　　　※　図示　　　・　　

・　結合材　　　　　　　　　　　　　　　　　　※　図示　　　・　　　　

　　舗装厚さの許容差　　　　　　　　　　　　　※　標仕(22.4.2(c)による　　　・　

配合その他カラー舗装の厚さ部位舗装の種類

※　加熱系アスファルト混合物

・　　　

・　常温系樹脂系混合物

・　常温系塗布工法

・　常温系ニート工法

・　車道部（基層なし）

・　車道部（基層あり）

・　歩道部

・　車道部　・　歩道部

・　車道部　・　歩道部

・　車道部　・　歩道部

※　標仕(22.4.4)による　

※　図示　　・　　　

※　図示　　・　　　

※　図示　　・　　　

※　図示　　・　

※　図示　　・　

※　図示　　・　

・　

・　

・　

　　カラー舗装の構成及び厚さ　　　※　表22.6.1による　

舗
　
　
装
　
　
工
　
　
事

６　透水性アスファルト舗装 　　透水性アスファルト舗装の厚さ　　・　歩道部　　　※　図示　　　・　　　　mm

・　アスファルト混合物の抽出試験

・　アスファルト混合物の抽出試験

７　排水性アスファルト舗装

　　タックコート用ゴム入りアスファルト乳剤の種類　　　※　　標仕表22.8.2による

　　舗装の構成及び厚さ　　　※　図示　　　・　

　　アスファルト　　　　　　※　ポリマー改質アスファルトⅡ型　　　・　図示　　　・　

・　コンクリート平板舗装

　　　種　　類 　　寸法（mm） 　　厚さ（mm） 備　　　考

・　インターロッキングブロック舗装

・　舗石舗装

８　ブロック系舗装

種　　類

※　普通ブロック

・　透水性ブロック

・　誘導・注意喚起用ブロック

・　植生ブロック

備　考

表面加工

(　※　標準色　　・　　　　)

色彩(　※　黄色　　・　　　)

※　60　　・　

※　80　　・　

厚さ（mm）

※　80　　・　100

※　普通平板（Ｎ）

※　透水平板（Ｐ）

※　300角

・　

※　60

・　

・　目地材　（　※　砂　　・　モルタル）

・　表面加工（　・　研ぎ出し　・　洗い出し　・　たたき出し）

※　うろこ張り

・　

※　80～100

・　

厚さ（mm）種　　類 　　　　　施工方法

※　小舗石（花こう岩）

・　

・　ジオテキスタイルの品質　　　　　※　図示　　　・　

　　　　・　通路　　　　　　　材料　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　　種別　　※　Ａ種　　　・ Ｂ種

　　　　・　建物周囲　　　　　材料　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　　種別　　・　Ａ種　　　※ Ｂ種

10　砂利敷き 　　使用材料及び種別

１　一般事項

２　植栽基盤 ・　植栽基盤整備工法

　　樹木の樹高（ｍ）

　　　・　１２以上

　　　・　７～１２

　　　・　３～７

　　　※　芝、地被類

　　　・　３以上

　　　　　　　　有効土層（cm）

　　　※　100　　　・　120　　　・　150

　　　※　 80　　　・　100

　　　※　 60　　　・　 80

　　　※　 50　　　・　 60

　　　※　 20

　　　工　法 　　　　面　積

　　※　Ａ種

　　・　Ｂ種

　　・　Ｃ種

　　・　Ｄ種

　　※　Ｂ種

　　　※　図示

　　　・　

　　　※　植栽部分

・　雨水の排水構造物の設置　　　・　暗きょ　　　・　開きょ　　　・　排水層　　　・　縦穴排水　　　・　

　　植込み用土　　　　　※　現場発生土の良質土　　　・　客土

・　土壌の水素イオン濃度(pH)試験

・　水溶性塩類(EC)の試験

・　土壌改良材　　　　種類　　　・　バーク堆肥　　　・　発酵下水汚泥コンポスト

３　植樹 　　樹木の樹種　　　　　※　図示　　　・　

　　　　　寸法　　　　　※　図示　　　・　

　　　　株立数　　　　　※　図示　　　・　　　　本立

　　　　　数量　　　　　※　図示　　　・　

・　刈込みものの適用

　　周長の測定　　　　　※　幹周　　　・　根元周

・　支柱材　　　　　　　※　丸太　　　・　竹

・　幹巻用材料　　　　　※　幹巻用テープ　　　・　わら及びこも　

・　支柱　　　　　　　　・　添え柱形　　　・　鳥居形　　　・　八ツ掛け形　　　・　布掛け形　

　　　　　　　　　　　　・　ワイヤ掛け形　　　・　地下埋設形

・　新植樹木の枯補償期間　　　　　※　引渡しの日から１年間　　　・　

・　移植樹木の枯損処置　　　　　　※　引渡しの日から１年間　　　・　

４　芝張り、吹付けは種及び地被類

　　　芝張りの工法　　　　　平　　地　　　※　目地張り　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　法　　面　　　※　べた張り　　　・　

・　芝の種類　　　　　※　コウライシバの類　　　・　ノシバの類

・　地被類　　　　　樹種　　　　　　　　　　　　　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　芽立数　　　　　　　　　　　　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　コンテナ径　　　　　　　　　　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　単位面積当たりのコンテナ数　　　※　図示　　　・　

・　芝張り、吹付けは種及び地被類の枯補償　　　　　　※　引渡しの日から１年間　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　量　　　　　　・　　　　　g/㎡

５　屋上緑化 　　植栽基盤及び材料

　　・　屋上緑化システム

　　　　　　土壌層の厚さ　　　　　※　図示　　　　・　

　　　　　　保水・排水層　　　　　・　軽量骨材（層の厚さ：　　　　　）　　　・　板状成型品

　　　　　　植込み用土　　　　　　※　改良土　　　・　人工軽量土

　　・　屋上緑化軽量システム

　　　　　　芝及び地被類の樹種並びに種類等　　　※　図示　　　・　

　　・　かん水装置　　　種類　　※　図示　　　・　　　　　　　　　　　（工事区分は図示による）

　　・　支柱　　　　　　種類　　※　図示　　　・　　

　　　　　　　　建築基準法に基づき定められた区分

　　　　　　　　　　基準風速Ｖｏ＝（　　　　　　）ｍ／ｓ

　　　　　　　　　　地表面粗度区分　（　・Ⅰ　　・Ⅱ　　・Ⅲ　　・Ⅳ　）

　　工法　　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法であることを明記した施工計画書を提出する。

撤
　
　
　
去
　
　
　
工
　
　
　
事

１　一般事項 　　１．建設廃棄物等の処分は、関係法令に従い安全かつ公害を発生させない方法で行う。

　　２．計画的内容は工事施工関係者にひろく周知徹底させる。

　　３．騒音、振動は使用機器の能力等により、事前に所要の手続きをして解体に伴う関係官庁各課の了解を得ること。

　　４．マニフェストの提出はＡ票とＥ票の写し（完成時にＥ票が提出出来ない場合はＤ票とし、後からＥ票を提出すること。）

　　　　を提出し、工事写真に搬出搬入の写真を添付すること。

２　施工計画書 　　１．施工計画書には、使用機械器具、各工種の材料、工法、日程等の内容を記載する。

３　工 法 等 　　内装材の撤去は原則として火気を使用してはならない。やむを得ず使用する場合は、消火器具等を準備し監視人を配備する

　　など防火対策を入念に行う。　

４　分別解体等に係る施工方法 　　１．間仕切壁、天井材等の仕上げ材、建築設備の撤去

　　　　　※　ビニル床タイル、間仕切壁、天井材、建具類の内装仕上げ材及び建築設備は、コンクリート類の再生利用のため、

　　　　　　　人力による先行撤去とし、コンクリート類とは分別解体とする。

　　　　　・　手作業、機械作業の併用による。

　　２．砒素・カドミウム含有石膏ボードは、出来る限り製造業者に処分を依頼する。

　　１．撤去は手壊しを原則とし、管理型処分場で処理すること。５　石膏ボードの処分方法

排
　
　
水
　
　
工
　
　
事

２　側塊、排水桝等

３　鋳鉄製ふた

４　グレーチング

５　街きょ、縁石及び側溝 ・　コンクリート縁石の形状、寸法　　　※　図示　　　・　

・　側溝の形状、寸法　　　　　　　　　※　図示　　　・　

　　地業の材料　　　　※　標仕(4.6.2)による　　　※　図示　　　・　

　　地業の厚さ　　　　※　100mm　　　・　図示

　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類　　　※　図示　　　・　

・　砂の粒度の試験

・　硬質塩化ビニル管の継手　　　　　※　接着剤　　　・　ゴム輪

・　基床の厚さ及び種類　　　　　　　※　図示　　　　・　

・　地業の材料　　　　　　　　　　　※　標仕(4.6.2)による　　　・　

　　舗装の平たん性　　　　　　　　　※　通行の支障となる水たまりを生じない程度　　　・　

部位 曲げ強度(N/m㎡)

※　5.0　 ・　

※　3.0　 ・　

車道

歩道

歩道

歩道

・　

　　舗装の平たん性　　　　　　　　　※　通行の支障となる水たまりを生じない程度　　　・　

(21.2.1)(表21.2.1)

(21.2.3)

(21.3.3)

(21.2.2)

(21.4.2)

(22.2.2･3)

(表22.2.2)

(22.2.3)

(22.2.3)

(22.2.5)

(22.3.3)(表22.3.3)

(22.3.5)

(22.4.2)

(22.4.3)

(22.4.4)(表22.4.5)

(22.4.5)

(22.4.6)

(22.5.2)

(22.5.3)

(22.5.4)

(22.5.6)

(22.6.2)(22.6.4)(表22.6.1)

(22.6.2)

(22.6.3)

(22.6.4)

(22.7.2)

(22.7.6)

(22.8.2)

(22.8.3)

(表22.8.2)

(22.8.6)

(22.9.2･3)

(22.10.2)

(23.1.3)

(23.2.2)

(23.2.2)

(23.2.3)

(23.3.2)

(23.3.3)

(23.3.4)

(23.3.6)

(23.4.2)

(23.4.3)

(23.4.2)

(23.4.7)

(23.5.2･3)

(23.5.4)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　種類　　　※　図示　　　・　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・　歩道部　　※ 　図示　　　・　  mm

・　フィルター層用材料(透水性舗装)　厚さ　　　・　車道部　　※ 　図示　　　・　　mm

　　　　路盤の厚さ　　・歩道部　　　※　図示　　　・　　　mm (22.3.2)

　　目地の構造　　　　　　　　　　　※　表22.5.2　　　・　図示

　　　・　丸太の樹種　　※　加圧式防腐処理丸太材　　　・　

・　吹付けは種用種子等　　　種　　類　　　※　洋芝類又はクローバー　　　・　

　　　　　　樹木の材種、寸法、株立数、寸法等　　　　　※　図示　　　・　

　　２．重機械等を建築物等に載せる場合は、構造体の安全を確認する検討書を添付する。

　　２．屋根ふき材　　　　　※　手作業による。　　　・　手作業、機械作業による。 

・　鋳鉄製ふた　　名称　　※　図示　　　・　　　　　　種類　　※　図示　　　　・　　　　　適用荷重　　・　　

・　側塊　　　　形状　　　※　図示　　　・　　　　　　寸法　　※　図示　　　　・　

備　　考 №

図面名称
ＳＣＡＬＥ

工 事 名

NO

７　産業廃棄物収集運搬車に係る

　　表示及び備え付け

　　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令」の規定により、運搬車を用いて産業廃棄物の収集又は運搬を行う場合には、

　　自己の産業廃棄物を運搬する場合を含め、同法施行規則に定められた事項を車体の両側面に見やすいように表示するとともに、

　　同規則に定められた書面を当該車内に備え付けること。

１　総　則

２　契約前の事前説明

建
設
副
産
物
の
適
正
処
理

　　　建設副産物の処理にあたっては「建設副産物適正処理推進要綱」及び「平成18年版建築工事における建設副産物管理マニュ

　　アル・同解説(国土交通省)」によること。また、関係法令等に基づき適正な手続き及び処理をするとともに、再資源化により得られ

　　た建設資材の積極的な活用に努めること。

　　　落札者は、契約締結前に、監督職員に対して建設リサイクル法第１２条第１項の規定による説明（書面の様式は監督職員の指示

　　による。）を行い、説明時に交付した書面と同じものを契約事務担当者へ提出すること。

３　産業廃棄物税

　　　(建設工事に係わる資材の再資源化等に関する法律(以下｢建設リサイクル法｣という。)第9条の規定による｢対象建設工事｣の

　　場合に限る。)

　　　本工事に伴って生じる産業廃棄物のうち最終処分場(中間処理施設経由を含む)に搬入する産業廃棄物がある場合について

　　は、青森県産業廃棄物税が課税されるので適正に処理すること。なお、本工事において最終処分場(中間処理施設経由を含む)

　　に搬入する産業廃棄物がある場合は、産業廃棄物税相当額を見含んでいるものである。

　　　　　　名　　称

　コンクリート塊

　アスファルト・コンクリート塊

　建設発生木材

　　　　施設の名称 　　　　施設の所在地 　　　　　備　考

４　特定建設資材廃棄物の処理

　　　　　名　　　称 　　施設等の名称 　　　施設等の所在地

・

・

　　監督職員の指示による。）を行うこと。

　　(建設リサイクル法第9条の規定による｢対象建設工事｣の場合に限る。）

　　　受注者は、再資源化等が完了したとき、監督職員に対して建設リサイクル法第１８条第１項の規定による報告（書面の様式は

６　伐木・抜根材発生情報提供

　　システム

　　・　対象　　　・　対象外

　　めて集積し、整然とした状態で引渡期間中現場内に保管すること。現場内に保管できない場合は監督職員の指示に従う。保

　　　伐木・抜根材が発生する場合は、樹種、部位別に分別し、１～３ｍ程度の長さに切断、土砂等を除去し、１ｍ未満のものを含

　　管に当たっては、ロープ等で固定するなど盗難、飛散対策を行い、周辺環境に悪影響を与えぬよう注意すること。また、保管

　　場所には適切な表示を行うこと(内容は監督職員の指示による)。なお、これら有用化に必要な費用は本工事に含まれている。

　　「伐木・抜根材発生情報提供システム」とは、発生した伐木・抜根材の発生情報をインターネットで公表し、有用物として有効

　　利用する一般の希望者へ提供することを目的としたものである。

５　再資源化等の完了の報告

　　とりこわしにより発生する建設副産物は、下表の施設での受入れることとして積算している。

　　　　　　備　　考

22

22

23

植
　
　
栽
　
　
工
　
　
事

24

32

日本道路（株）南部中央ｱｽｺﾝ 上北郡六戸町

Ａ－ ０４ 特記仕様書４

避難所運営物品収納庫整備工事
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